
決議案第４号 

 

 

   東日本大震災の復興支援と総合的な復興ビジョン策定を  

求める意見書について  

 

 標記の件につき、別紙のとおり天理市議会会議規則第14条第１項の

規定により提出する。 

 平成23年６月23日提出 

 

天理市議会議員  三 橋 保 長 

     〃     大 橋 基 之                      

〃     山 本 治 夫 

〃     飯 田 和 男           

〃     寺 井 正 則 

〃     菅 野 豊 盛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   東日本大震災の復興支援と総合的な復興ビジョン策定を  

求める意見書  

 

本年３月１１日に発生した東日本大震災は、日本の観測史上最大の

マグニチュード９．０を記録した。巨大津波は東北地方や関東、北海

道に至る広い地域に甚大な被害をもたらし、尊い人命が数多く失われ、

いまだ多くの方々が行方不明となっている。被災された方々は今なお

不自由な避難生活を余儀なくされており、一日も早い生活再建と被災

地の復旧・復興が強く求められている。 

 併せて港湾や農地が破壊された農林水産業や、交通インフラ分断の

影響により生産活動の縮小した経済状況からは、激甚災害指定や被災

者生活支援制度の拡充はもとより、新たな法制度による措置等、従来

の災害復旧支援を超えた対策が求められる。 

 更に、高濃度の放射能汚染が生じた「東京電力福島第１原子力発電

所」の事故対応では、国の責任のもと、最終的な収束まで予断を許さ

ず、徹底した対策を講ずるべきである。 

 よって政府においては、以上のような被災地への復興支援策の実施

とともに、震災によるこの国家的危機にあたり、国民の生命と財産を

守る防災対策をはじめとする新たな安全確保事業を国家プロジェクト

として実施することを要望する。 

 また、今回の大震災は、歴史上類例を見ないほど、広域かつ複合的

な災害である。このため復興にあたっては、一元的かつ総合的な機関

を設置し、既存制度の枠組みを超える対策を実施することを求める。 

 更に、震災に対する海外の反応は、日本の経済・安全に懸念を示し

ており、海外からの投資・輸出入に影響を与えている。こうしたこと

から日本全体に影響を及ぼす経済的打撃の克服、既存原発の安全性確

保、新たな地震・津波対策等、政府が具体的に総合的な復興ビジョン

を策定することは、国民への重要なメッセージとなり、更には国際的

信頼を取り戻す必須の第一歩と考える。 

よって政府においては、震災復興に向けた総合的な復興ビジョンを

速やかに策定することを強く要望する。 

 

 

  以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  
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